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Ⅰ 地球温暖化・脱炭素対策の背景

１ 地球温暖化対策を取り巻く状況

近年、世界各地で記録的な高温や大雨、干ばつなどの異常気象が頻発して

おり、日本においても、平成30（2018）年西日本豪雨、令和元（201

9）年東日本台風、令和2（2020）年7月豪雨、さらに令和３（2021）

年７月の大雨など、毎年のように自然災害に襲われ、甚大な被害が発生して

います。

世界気象機関（WMO）は、これらの異常気象が長期的な地球温暖化の傾

向と一致していると発表しています。

こうした状況に立ち向かうため、2015年12月に開催された国連気候変

動枠組条約第21回締約国会議（COP21）において、「パリ協定」が採択さ

れ、産業革命前と比べた気温上昇を2℃未満に抑えること、1.5℃までに抑

えるよう努力することが盛り込まれました。その後、各国でパリ協定の批准

が順調に進み、2016年11月に発効しました。

2018年10月に公表された、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）に

よる「1.5℃特別報告書」では、

・ 世界の平均気温は、産業革命前に比べて、2017年時点で既に１℃上昇

していること

・ 気候変動の深刻な影響を回避するためには、世界の気温上昇を２℃では

なく、1.5℃に抑える（1.5℃目標）必要があること

・ 1.5℃目標達成には、温室効果ガス排出量を、2030年までに2010年

比で45％減少させ、2050年頃に実質ゼロにする必要があること

などが報告され、世界に衝撃を与えました。

さらに、2021年８月に公表されたＩＰＣＣ「第６次報告書」では、世界

の気温上昇は、2021年～2040年の間に、1.5℃に達する（前回予測より

１０年早まった）ことなどに加え、2030年までの温室効果ガス排出量45

％削減の必要性が改めて指摘されました。

これらＩＰＣＣ報告書を背景に、世界各国の地球温暖化対策の見直しが進

み、現在、１２０以上の国・地域が「2050年カーボンニュートラル」を宣

言し、その達成に向けた意欲的な「2030年目標」を打ち出しています。
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●パリ協定とは？

2015年12月にフランス・パリで開催されたCOP21において

採択された2020年以降の温室効果ガス排出削減のための新たな

協定。

歴史上初めて、先進国・開発途上国の区別なく気候変動対策に

取り組むことを義務づけた合意であり、公平かつ実効的な気候変

動対策のための協定です。

●1.5℃特別報告書とは？

2018年10月、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

が作成した、1.5℃の気温上昇にかかる影響、リスク及びそれに

対する適応、関連する排出経路、温室効果ガスの削減（緩和）等

に関する特別報告書。

・ 世界の平均気温は、2017年時点で既に１℃上昇

・ 気候変動の深刻な影響を回避するためには、1.5℃目標を

めざす必要がある

・ 1.5℃目標達成には、2050年のCO2排出量を実質ゼロに

する必要があり、世界全体で更なる取組が必要である

ことなどが報告されています。

●パリ協定の２℃・1.5℃目標とは？

パリ協定第２条１(a)の規定において世界全体の平均気温

の上昇を工業化以前よりも2℃高い水準を十分に下回ること

及び1.5℃高い水準までのものに制限するための努力を継続

するという目標です。

２ 日本の地球温暖化対策

日本においても、パリ協定の目標達成に向け、これまでの目標（2050

年までに温室効果ガス排出量80％削減）を見直し、令和２（2020）年

10月に「2050年カーボンニュートラル」を宣言しました。

令和３（2021）年４月には、アメリカ主催の気候サミットにおいて、

「2030年度の温室効果ガス排出量46％削減」を宣言し、脱炭素社会実

現に向け、さらに大きな一歩を踏み出しました。
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これらを背景に、令和２（2020）年12月、経済と環境の好循環を生

み出していく「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

が策定され、企業の革新的な技術開発の支援に向けた２兆円規模の「グリ

ーンイノベーション基金」も創設されました。

また、令和３（2021）年６月２日、改正地球温暖化対策推進法が公布

されました。改正温対法では、パリ協定や2050年カーボンニュートラル

宣言等を踏まえた基本理念の新設、地域の脱炭素化に貢献する事業を促進

するための計画・認定制度の創設、脱炭素経営の促進に向けた企業の排出

量情報のデジタル化やオープンデータ化の推進等が盛り込まれています。

さらに、同年６月９日、国・地方脱炭素実現会議は、次の時代への移行

戦略となる「地域脱炭素ロードマップ」を策定しました。

地域脱炭素は、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上させる地方創

生に貢献するものであるとして、2025年までの５年間の集中期間に政策

を総動員し、2030年までに全国で多くの脱炭素ドミノを展開し、２０５

０年を待たずに脱炭素で強靱な活力ある地域社会を全国で実現するとして

います。

加えて、同年10月22日に閣議決定された「第６次エネルギー基本計

画」では、再生可能エネルギーを主力電源として、最優先・最大限の導入

を図ることや、2030年度の電源構成に「水素・アンモニアによる発電」

が盛り込まれるなど、脱炭素社会実現に向けた取組が加速しています。

●脱炭素社会とは？

人の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と吸収作用

の保全及び強化により吸収される温室効果ガスの吸収量との間

の均衡が保たれた社会をいいます。

●グリーン成長戦略とは？

経済産業省が、関係省庁と連携して策定した「経済と環境の

好循環」につなげるための産業政策です。

14の重要分野ごとに、高い目標を掲げた上で、現状の課題と

今後の取組を明記し、予算、税、規制改革・標準化、国際連携など、

あらゆる政策を盛り込んだ実行計画を策定しています。

-3-



●改正温対法の基本理念とは？

地球温暖化対策の推進は、パリ協定の２℃・1.5℃目標

を踏まえ、環境の保全と経済及び社会の発展を統合的に

推進しつつ、我が国における2050年までの脱炭素社会の

実現を旨として、国民、国、地方公共団体、事業者、民間

の団体等の密接な連携の下に行われなければならないもの

とされました。（改正温対法第２条の２）

３ 徳島県版・脱炭素ロードマップ策定の趣旨

（１）徳島県における気候変動対策の取組

本県では、平成11（1999）年3月に、環境政策の基本理念や県や市町

村の責務を定めた「徳島県環境基本条例」を制定しました。

条例第10条の規定に基づき「徳島県環境基本計画」（現在第3次計画：計

画期間R1～R5）を策定し、本県の環境に関する将来像を示し、その実現に

向けた基本的な目標や方策を明らかにしています。

また、平成27（2015）年1月には、ライフスタイルの推進に向けて、

「環境首都とくしま・未来創造憲章」を制定しました。これは、取組のコン

セプトや目標を、県民、事業者、民間団体等と共有するための行動指針とな

っています。

さらに、平成29（2017）年1月には、全国で初めて「脱炭素社会の実

現」を掲げる「徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例」を

施行しました。

この条例では、当時の国の温室効果ガス排出量削減目標(2030年 201

3年比▲26％）を上回る目標（▲40％）を設定し、気候変動「緩和策」と

「適応策」を両輪として総合的な気候変動対策を展開しています。

●徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例とは？

脱炭素社会実現に向けて、気候変動の「緩和」及び「適応」

に関する施策にいち早く取り組むため、徳島県が制定した条例。

愛称「すだちくん未来の地球条例」。
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●徳島県気候変動対策推進計画（緩和編）とは？

①長期目標「2050年度 実質ゼロ」の設定

②中期目標 2030年度削減の上方修正（▲40％から▲50％へ）

③「環境と経済の好循環」を施策推進の「基本方針」

を主な内容として、令和２（2020）年3月に改定された計画です。

●徳島県気候変動対策推進計画（適応編）とは？

①「気候変動」を「危機事象」と捉え、新たに「事前復興」対策を

対象分野にするとともに、本県が誇る豊富な「自然エネルギー」を

活用した自立・分散型電気供給システムや水素の災害時活用を推進

②気候変動の影響・将来予測に係る最新の知見や広域的な研究を

踏まえた分野別の新たな適応策の展開及び「徳島県気候変動適応

センター」を核とした普及啓発

③適応に資する環境関連製品や新技術の開発によるビジネスチャンス

の拡大など、アフターコロナ時代を見据えて「気候変動の影響に

係るプラス面」を効果的に活用

を主な内容として、令和３（2021）年３月に策定された計画です。

（２）徳島県における自然エネルギーの推進

東日本大震災を契機に、化石燃料中心のエネルギーシステムから、環境負

荷が少なく、安全で持続可能な自然エネルギーを活用する、新たなエネルギ

ー社会への変革が求められるようになり、平成２４（２０１２）年７月、再

生可能エネルギーによる電力を国が定める固定価格で、一定期間、電気事業

者に買取りを義務づける「固定価格買取制度（ＦＩＴ）」がスタートしまし

た。

徳島県でも平成２４（２０１２）年３月に「自然エネルギー立県とくしま

推進戦略」を策定し、全国トップクラスの支援制度や適地マップの公開によ

り、メガソーラーをはじめとした自然エネルギーの誘致に取り組むとともに、

国の「グリーンニューディール事業」を活用し、１００箇所を超える防災拠

点や避難所への太陽光パネル・蓄電池の設置を進めてきました。

また、「エネルギーの地産地消」を担う人材育成を図る「とくしま自然エ

ネルギービジネスマイスター講座」の開催や環境先進国であるドイツ・ニー

ダーザクセン州との交流を継続して行ってきました。
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その結果、徳島県の「自然エネルギーによる電力自給率」は、平成２７

（２０１５）年度に、２６．５％となり、当時の国の２０３０年度目標値（２

２～２４％）を上回るものとなりました。

こうした取組をさらに推進するとともに、パリ協定の発効、ＳＤＧｓの普及、

ＥＳＧ投資の拡大など、自然エネルギーを取り巻く急激な社会・経済情勢の変

化に対応するため、令和元（２０１９）年７月、新たに「自然エネルギー立県

とくしま推進戦略～脱炭素社会の実現へ！～」を策定しました。

この戦略では、２０５０年の脱炭素社会実現を目指し、「２０３０年度・自

然エネルギー電力自給率５０％」を目標に、

①「環境とビジネスの両立・発展」

②「エネルギーの地産地消」

③「自立・分散型電源の確保」

④「水素エネルギーの社会実装」

の４つの戦略プロジェクトを取りまとめており、各プロジェクトに沿って、産

学官金の連携による、着実な取組を進めています。

●自然エネルギーとは？

太陽、風力、水力、バイオマス、地熱など自然の力をエネルギー

源として生成される電気や熱エネルギーを「自然エネルギー」と言

います。一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり、資源が

枯渇しないエネルギーとして「再生可能エネルギー」とも言われて

おり、本ロードマップにおいては「自然エネルギー」と「再生可能

エネルギー」は同義で使用しています。

主な自然エネルギー

○太陽光発電 ○太陽熱利用

○風力発電 ○温度差熱利用

○水力発電 ○バイオマス熱利用

○バイオマス発電 ○雪氷熱利用

○地熱発電 ○バイオマス燃料製造

○海洋エネルギー（波力、潮流、海流、潮汐力発電等）

自然エネルギーは、投資コストが高いことや、天候などの自然条件

で供給力が大きく左右され、安定性に欠けるなどの課題もあります。

東日本大震災を契機として全国各地で導入が進む中、安価で高性

能なソーラーモジュールの生産や、大型風力発電の計画や洋上風力

発電の開発など、自然エネルギーの分野は急速に技術革新、低価格

化が進んでいます。
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●固定価格買取制度とは？

平成２４（2012）年7月に再生可能エネルギー源を用いて

発電した電気を、国が定める固定価格で一定の期間、電気事業者

に買取を義務づける「固定価格買取制度（ＦＩＴ）」が

スタートし、新たな事業者の参入や地域での取組が広がりました。

●ＳＤＧｓとは？

2015年、国連持続可能な開発サミットで採択された「持続

可能な開発のための2030アジェンダ」に掲げられた国際目標

のこと。

2030年までに達成すべき１７のゴールと169のターゲットで

構成されています。

SDGｓ達成すべき１７のゴール

（出典）外務省「持続可能な開発目標」（SDGｓ）について

●自立・分散型電源とは？

「自立型電源」とは、外部からの電源を必要とせず、単独で給電

可能な電源のこと。

また、「分散型電源」とは、比較的小規模で、かつ様々な地域に

分散している電源の総称。

「自立型電源」が「地域に分散」することにより、電源供給の

リスクが分散でき、災害時に強いとされています。
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（３）徳島県における水素社会実現に向けた取組

究極のクリーンエネルギーと言われる「水素」について、徳島県では、「地

方発の水素社会」実現を目指し、平成２７（２０１５）年１０月に策定した

「徳島県水素グリッド構想」に基づき、社会実装の取組を進めています。

平成２７（２０１５）年度から平成２８（２０１６）年度にかけて、県庁に

自然エネルギー由来・水素ステーションを整備するとともに、公用車に６台の

燃料電池自動車を率先導入し、水素エネルギーの普及啓発に活用しています。

また、民間企業による、中四国初となる移動式水素ステーションの運用も開始

されました。

平成３０（２０１８）年度には、徳島阿波おどり空港において、地方空港で

は全国初となる「自然エネルギー由来・水素ステーション」と「燃料電池フォ

ークリフト」のセット導入が実現したほか、地域の産業振興や経済活性化に向

けた「とくしま水素ビジネス研究会」を設立しました。

また、令和２（２０２０）年４月には、全国初となる「燃料電池パトカ

ー」の運用を開始するなど、着実に水素エネルギーの社会実装を進めてきま

した。

さらに、令和３（２０２１）年１１月には、民間企業による、全国初の

「地産水素」を活用した、製造・供給を一体的に行う水素ステーションの稼

働や、中四国初となる燃料電池バスの路線運行が開始されるなど、「水素立

県・元年」を迎えています。

（４）徳島県版・脱炭素ロードマップ策定に向けて

ＩＰＣＣ「1.5℃特別報告」や「第６次報告」、国の脱炭素社会実現に向

けた取組等を踏まえ、本県がこれまで行ってきた気候変動対策、自然エネル

ギーの推進、水素社会実現に向けた取組をさらに加速し、２０５０年カーボ

ンニュートラル実現に極めて重要な「２０３０年度目標」達成を確実なもの

とするため、脱炭素化を加速する重点施策を盛り込んだ「徳島県版・脱炭素

ロードマップ」を策定することとしました。
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Ⅱ 脱炭素社会への移行戦略

１ ロードマップの推進期間と目標年

脱炭素社会実現のため２０３０年までの取組が重要であることから、本

ロードマップの推進期間は、２０２１年度から２０３０年度までとします。

その上で、前半の５年間を「集中期間」として政策を総動員し、残りの

５年間を「加速期間」として目標達成を確実なものとします。

２ 目標

地球温暖化・脱炭素対策としての「徳島県気候変動対策推進計画（緩和

編）」、「自然エネルギー立県とくしま推進戦略」、「徳島県水素グリッド構

想」などに基づく、２０３０年度の目標「温室効果ガス排出量（２０１３

年度比）▲５０％」を確実なものとするとともに、本ロードマップにおけ

る自然エネルギー導入施策の積極的な展開を図るため、「自然エネルギー

による電力自給率」を、これまでの「５０％」から、より意欲的な「５０

％超」とします。

温室効果ガス排出量（2013年度比） ２０３０年度：▲５０％

自然エネルギーによる電力自給率 ２０３０年度：５０％超

３ ロードマップの特徴

目標達成に向け、ＧＸ・ＤＸにより、「新次元の分散型国土」創出にも

資する取組を推進します。

取り組みにあたっては、「自然エネルギー最大限導入」、「水素グリッド

構想の推進」、「循環経済への移行」の３つの重点施策を設け、県・市町

村・民間企業等が一体となって各施策を推進します。

４ ２０３０年度を見据えた行程表

徳島からはじまる、次の時代への移行戦略として、２０３０年度を見

据えた行程表を示します。なお、各行程は、技術革新の進展や制度改正等

により、適宜、見直しを実施することとします。
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○
改
正
・
温
対
法
に
係
る
「
促
進
区
域
」
設
定
な
ど
徳
島
な
ら
で
は
の
市
町
村
支
援

・
・
・
12

○
県
有
施
設
へ
の
率
先
導
入

・
・
・
13

○
Ｐ
Ｐ
Ａ
な
ど
「
初
期
投
資
低
減
化
」
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
支
援

・
・
・

1
4

○
事
前
復
興
に
も
資
す
る
、
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
構
築

・
・
・
15

○
Ｚ
Ｅ
Ｈ
の
拡
充
、
Ｚ
Ｅ
Ｂ
の
率
先
導
入

・
・
・
16

○
「
徳
島
版
Ｅ
Ｓ
Ｇ
地
域
金
融
活
用
協
議
会
」
に
よ
る
、
住
宅
や
農
業
、
製
造
業
等
で
の

再
エ
ネ
導
入
促
進

・
・
・
17

○
自
治
体
や
企
業
に
お
け
る
再
エ
ネ
電
力
調
達
の
推
進
（
R
E1
0
0）

・
・
・
18

○
地
球
温
暖
化
防
止
活
動
推
進
員
な
ど
地
域
を
繋
ぐ
人
材
の
育
成
、
普
及
啓
発
の
強
化

・
・
・
19

温 室 効 果 ガ ス 実 質 排 出 △ 5
0
％ 自 然 エ ネ 電 力 自 給 率 5
0
％ 超

県
・
市
町
村
・
民
間
企
業
等
が
一
体
と
な
っ
て
推
進

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
ド
ラ
イ
ブ
の
推
進

・
・
・

25

○
資
源
循
環
に
資
す
る
「
『
プ
ラ
ご
み
ゼ
ロ
』
と
く
し
ま
ス
マ
ー
ト
宣
言
」
の
推
進

・
・
・
2
6

○
食
品
ロ
ス
の
削
減

・
・
・
2
9

循
環
経
済

へ
の
移
行

自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー

最
大
限
導
入

【
地
球
温
暖
化
・

脱
炭
素
対
策
】

徳
島
県
気
候
変
動

対
策
推
進
計
画

(緩
和
編
)

2
02
0.
3月

改
定

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

立
県
と
く
し
ま

推
進
戦
略

2
01
9.
7
月
改
定

徳
島
県
水
素

ｸﾞ
ﾘｯ
ﾄﾞ
構
想

2
01
5.
10
月
策
定

２ ０ ５ ０ 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

【
具
体
的
な
取
組
と
行
程
】

２ ０ ３ ０ 年 度 目 標

【
現
状
】

〇
2
01
8年

度
・
温
室
効
果

ガ
ス
実
質
排
出
△
2
2.
2％

（
2
01
3年

度
比
）

〇
2
02
0年

度
・

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

電
力
自
給
率
3
2.
2％

[
基
盤
的
施
策
]

○
住
宅
・
建
築
物
の
省
エ
ネ
性
能
確
保
な
ど
、
家
庭
、
事
業
所
等
に
お
け
る
省
エ
ネ
の
徹
底

・
・
3
2

○
森
林
吸
収
源
対
策
の
強
化
や
エ
シ
カ
ル
農
業
の
拡
大
な
ど
、
農
林
水
産
分
野
に
お
け
る
Ｇ
Ｘ
推
進
33

○
持
続
可
能
な
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
な
ど
、
脱
炭
素
型
ま
ち
づ
く
り
の
促
進

・
・
・
3
6

○
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
資
す
る
も
の
づ
く
り
企
業
の
新
展
開

・
・
・
3
7

[
重
点
施
策
]

加
速
期
間
（
20
26
年
度
～
20
30
年
度
）

新 新 新 ○
「
水
素
立
県
と
く
し
ま
」
を
加
速
す
る
新
た
な
供
給
拠
点
整
備

・
・
・

2
1

水
素
モ
ビ
リ
テ
ィ
（
Ｆ
Ｃ
ト
ラ
ッ
ク
な
ど
）
に
よ
る
グ
リ
ー
ン
物
流
の
推
進

・
・
・
22

○
地
産
水
素
の
グ
リ
ー
ン
化

・
・
・
23

水
素
ｸ
ﾞ
ﾘ
ｯ
ﾄ
ﾞ

構
想
の
推
進

新

新

集
中
期
間
（
2
0
2
1
年
度
～
2
0
2
5
年
度
）

新新
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重
点
施
策

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
最
大
限
導
入

【
主
な
課
題
・
取
組
】

・
徳
島
県
で
は
、
平
成
24
（2
01
2）
年
3月
に
「自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
立
県
と
く
し
ま
推
進
戦
略
」を
策
定
し
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
に
率
先
し
て
取
り
組
ん
で
き
た
結
果
、

令
和
2（
20
20
）年
度
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
自
給
率
が
32
.2
％
に
達
す
る
な
ど
、
着
実
に
成
果
を
上
げ
て
い
ま
す
。

・
今
後
は
、
系
統
制
約
や
土
地
造
成
の
環
境
負
荷
等
の
課
題
が
小
さ
く
、
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
短
い
、
屋
根
置
き
な
ど
の
自
家
消
費
型
太
陽
光
発
電
を
中
心
に
、
自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
を
加
速
し
て
い
き
ま
す
。

・
地
域
と
共
生
し
、
地
域
を
豊
か
に
す
る
再
エ
ネ
の
開
発
・立
地
を
促
進
す
る
区
域
で
あ
る
「促
進
区
域
」の
設
定
を
推
進
す
る
た
め
、
市
町
村
が
行
う
「促
進
区
域
」

設
定
に
向
け
た
調
査
や
地
元
の
合
意
形
成
等
を
支
援
し
ま
す
。

・
P
P
A
（※
）や
共
同
購
入
な
ど
、
初
期
投
資
軽
減
化
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
活
用
し
、
県
有
施
設
や
住
宅
等
へ
の
自
家
消
費
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
導
入
を
加
速

し
ま
す
。

（※
）P
1
3
参
照

・
住
宅
・建
築
物
に
お
け
る
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
削
減
す
る
た
め
、
断
熱
性
等
の
省
エ
ネ
性
能
の
向
上
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
、
蓄
電
池
の
設
置
を
促
進

し
ま
す
。

・
平
時
は
地
域
内
の
潮
流
を
把
握
・制
御
す
る
こ
と
で
、
再
エ
ネ
に
よ
り
発
電
し
た
電
気
の
効
率
的
な
利
用
を
行
い
、
災
害
に
よ
る
大
規
模
停
電
時
は
自
立
的
運
用

を
行
う
こ
と
で
、
電
力
供
給
を
可
能
と
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
「地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
」の
取
組
を
推
進
し
ま
す
。

・
企
業
経
営
に
お
け
る
脱
炭
素
化
へ
の
取
組
が
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
へ
の
参
加
や
投
資
家
の
投
資
判
断
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
こ
と

か
ら
、
県
内
企
業
に
つ
い
て
、
環
境
・社
会
・企
業
統
治
に
配
慮
し
た
「Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
」の
拡
大
や
、
R
E
10
0
・S
B
T
な
ど
の
国
際
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
へ
の
コ
ミ
ッ
ト
の
促
進
を

図
り
ま
す
。

・
環
境
教
育
・学
習
機
会
の
創
出
に
よ
る
県
民
の
意
識
啓
発
強
化
や
、
環
境
に
関
す
る
高
い
意
識
を
も
っ
た
人
材
の
育
成
に
よ
り
、
地
域
に
お
け
る
脱
炭
素
対
策
に

主
体
的
か
つ
積
極
的
に
関
わ
る
機
運
を
醸
成
し
、
「持
続
可
能
な
社
会
」の
実
現
を
推
進
し
ま
す
。
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徳
島
県
版
・脱

炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具

体
的
な
取
組
】

20
50

20
30

自 然 エ ネ ル ギ ー 最 大 限 導 入

20
26
20
27
20
28
20
29

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課

題
（仮

称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

加
速
期
間

国 県

市
町
村

事
業
者

【
目
標
】

促
進
区
域
を
設
定
し
た
市
町
村

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
宣
言
市
町
村

集
中
期
間

環
境
配
慮
基
準

策
定

環
境
保
全
上
の

支
障
が
生
じ
な

い
よ
う
、
県
基
準

を
策
定

・
国
の
基
準
（
環

境
省
令
）
公
布

・
県
の
基
準
の
方

針
公
表

ポ
ジ
テ
ィ
ブ

ゾ
ー
ニ
ン
グ

提
示

環
境
省
令
と

県
が
設
定
し
た

環
境
配
慮
基
準

に
基
づ
く
エ
リ
ア

を
除
外
し
た

区
域
か
ら

再
エ
ネ
導
入

促
進
候
補
地
を

選
定

促
進
区
域
設
定

・
地
方
公
共
団
体
実
行
計
画
（区

域
施
策
編
）
の
策
定
・改

定

・再
エ
ネ
事
業
に
関
す
る
地
域
の
合
意
を
形
成

市
町
村
と
一
体
と
な
っ
て
、
改
正
・温

対
法
に
基
づ
く
「促

進
区
域
」を
設
定
し
、

地
域
の
環
境
保
全
や
課
題
解
決
に
貢

献
す
る
再
エ
ネ
事
業
の
誘
致
を
支
援
す

る
。

※
「促
進
区
域
」設
定
の
手
順

１
環
境
省
令
と
県
が
設
定
し
た
環
境

配
慮
基
準
に
基
づ
く
エ
リ
ア
を
除
外
す

る
。

２
残
っ
た
エ
リ
ア
の
う
ち
、
再
エ
ネ
導
入

を
促
進
す
る
エ
リ
ア
を
促
進
区
域
の
候

補
地
と
す
る
。

３
市
町
村
は
促
進
区
域
の
候
補
地
に

つ
い
て
、
地
域
の
合
意
形
成
の
手
続

を
経
て
、
促
進
区
域
に
設
定
す
る
。

○
改
正
・
温
対
法
に
係
る
「促

進
区
域
」

設
定
な
ど
徳
島
な
ら
で
は
の
市
町
村

支
援

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル
市
町
村

県

促
進
区
域
設
定
支
援

・
促
進
区
域
の
設
定
に
必
要
な
調
査
を
支
援

・
専
門
職
員
の
派
遣
な
ど
市
町
村
に
対
す
る
人
的
支
援
の
実
施

・
市
町
村
が
行
う
地
域
の
合
意
形
成
を
支
援

再
エ
ネ
事
業
立
地

事
業
計
画
の
立
案
・実

施

再
エ
ネ
事
業
誘
致

・事
業
者
へ
の
情
報
提
供

・地
域
脱
炭
素
化
促
進
事
業
（地

域
の
環
境
保
全
及
び
地
域
の
経
済
社
会
の
持
続
的
発
展
に
資
す
る
取
組
を
併
せ
て
行
う

再
エ
ネ
事
業
）
の
認
定

市
町
村

（
'2
1
）
0
市
町
村

（
'2
1
）
2
市
町
村

（
'2
5
）
2
4
市
町
村

（
'2
5
）
2
4
市
町
村
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

自 然 エ ネ ル ギ ー 最 大 限 導 入重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

20
50

導
入
可
能
性
調
査

・導
入
に
適
し
た
屋
根
形
状
（陸
屋
根
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
）を
有
し
、

Ｐ
Ｒ
効
果
の
高
い
施
設
を
優
先

・設
置
条
件
の
有
利
な
施
設
か
ら
毎
年

2
0
件
程
度
実
施

・施
設
の
駐
車
場
（ソ
ー
ラ
ー
カ
ー
ポ
ー
ト
）
も
調
査
対
象

集
中
期
間

○
県
有
施
設
へ
の
率
先
導
入

国

先
行
導
入

P
P
A
等
を

活
用
し
た

県
有
施
設
へ

の
太
陽
光

発
電
設
備
の

導
入

Ｐ
Ｐ
Ａ
等
に
よ
る
導
入
推
進

先
行
導
入
の
課
題
検
証
や
導
入
可
能
性
調
査
の
結
果
を
踏
ま
え
て
導
入
を
推
進

2
0
3
0
年
に
は
設
置
可
能
な
建
築
物
等
の
約
5
0
％
に
太
陽
光
発
電
設
備
を
導
入
（
政
府
及
び
自
治
体
）

県 県 県

県
内
事
業
者
や
県
民
に
向
け
て
の

導
入
モ
デ
ル
と
す
べ
く
、
県
有
施
設

に
Ｐ
Ｐ
Ａ
等
を
活
用
し
た
太
陽
光
発

電
設
備
等
を
先
行
導
入
す
る
。

先
行
導
入
の
成
果
を
踏
ま
え
、
設

置
可
能
な
県
有
施
設
に
つ
い
て
、
Ｐ

Ｐ
Ａ
等
に
よ
る
太
陽
光
発
電
設
備
の

導
入
を
推
進
す
る
。

調
査
対

象
施
設

の

絞
り
込
み

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

【
目
標
】

先
行
導
入
施
設
数
（
累
計
）

導
入
可
能
性
調
査
実
施
率

県
有
施
設
の
太
陽
光
発
電
設
備
設
置
率

（
'2
1
）
0
施
設

（
'2
1
）
0
％

（
'2
1
）
4
2
％

（
'2
5
）
1
00
％

（
'2
5
）
4
8
％

（
'3
0
）
5
5
％

加
速
期
間

集
中
期
間

先
行
導
入
の

た
め
の
調
査

Ｐ
Ｐ
Ａ
と
は

「
P

o
w

er
 P

u
rc

h
as

e 
A

gr
ee

m
en

t（
電
力

販
売
契
約
）」
の
略
。
電
力
を
必
要
と
す

る
側
が
事
業
者
側
に
敷
地
や
屋
根
な
ど

の
ス
ペ
ー
ス
を
提
供
し
、
事
業
者
側
が

設
備
の
無
償
設
置
と
運
用
・
保
守
を
行
う
。

電
力
を
必
要
と
す
る
側
は
電
気
料
金
を

事
業
者
側
に
支
払
う
。

（
'2
2
）
5
施
設
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

自 然 エ ネ ル ギ ー 最 大 限 導 入重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

20
50

（
'2
5
）
1
3
0
件

（
'2
5
）
8
0
件

（
'2
5
）
4
8
％

Ｐ
Ｐ
Ａ
等
に
よ
る
導
入
推
進

先
行
導
入
の
課
題
検
証
や
導
入
可
能
性
調
査
の
結
果
を
踏
ま
え
て
導
入
を
推
進

・
定
期
的

に
実
施
（

年
１
回

実
施

）
す

る

※
事
業
実
施
の
サ

イ
ク
ル

県
民
の

応
募

登
録

→
 施

工
事

業
者

の
選
定

→
 
施

工
事

業
者

と
県

民
の

間
で

契
約

締
結

→
 Ｆ

Ｉ
Ｔ
認

定
申
請

・
系
統
連

系
申
請

→
 施

工
事

業
者

に
よ

る
工

事
→
 
支

援
事

業
者

に
よ

る
検

査

→
 支

援
事
業

者
に
よ

る
県
へ
の

事
業
報

告

○
P
P
A
な
ど
「
初
期
投
資
低
減
化
」

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
支
援

県

事
業
者

（P
P
A
事
業
者
登
録
制
度
）

P
P
A
を
活
用
し
た
太
陽
光
発
電
を
県

有
施
設
に
率
先
導
入
す
る
と
と
も
に
、

県
内
で
P
P
A
事
業
を
実
施
し
て
い
る
事

業
者
を
県
が
認
定
し
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
な
ど
で
情
報
発
信
す
る
こ
と
で
、
県
民

に
安
心
し
て
P
P
A
を
活
用
し
て
も
ら
い
、

住
宅
用
太
陽
光
発
電
の
普
及
促
進
を

図
る
。

（共
同
購
入
）

ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
を
活
か
し
て
価
格

低
減
を
促
す
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
で
あ
る

「共
同
購
入
」を
実
施
し
、
住
宅
用
太
陽

光
発
電
設
備
の
導
入
を
促
進
す
る
。

県

事
業
者

・
随
時
登

録
申
請
を

受
け
付

け
、
要
件

を
満
た

す
事
業
者

を
登

録

・
登
録
事

業
者
は
、

Ｐ
Ｐ
Ａ

プ
ラ
ン
を

登
録
し

、
登
録
プ

ラ
ン

に
よ

る
受

注
案

件
数

を
年

度
ご

と
に

県
へ

報
告

＜
共
同
購
入
＞

＜
P
P
A
事
業
者
登
録
制
度
＞

先
行
導
入

Ｐ
Ｐ
Ａ
等

を
活
用

し
た
県
有

施
設
へ

の
太
陽
光

発
電
設

備
導
入

（
再
掲
）

○
県
有
施
設
へ
の
率
先
導
入

県

＜
県
有
施
設
へ
の
率
先
導
入
＞
（再
掲
）

【
目
標
】

Ｐ
Ｐ
Ａ
事
業
者
登
録
制
度
に
よ
る
太
陽
光

発
電
設
備
導
入
件
数
（累
計
）

共
同
購
入
に
よ
る
太
陽
光
発
電
設
備
導

入
件
数
（
累
計
）

県
施
有
設
の
太
陽
光
発
電
設
備
設
置
率

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

（
'2
1
）
0
件

（
'2
1
）
0
件

（
'2
1
）
4
2
％

加
速
期
間

集
中
期
間

制
度
構
築

、

運
用
開
始

・
制
度
構

築

・
事
業
の

実
施

主
体

と
な
る

支
援
事

業
者

の
選
定

先
行
導
入
の

た
め
の
調
査

（
'3
0
）
3
0
0
件

（
'3
0
）
2
0
0
件

（
'3
0
）
5
5
％
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

自 然 エ ネ ル ギ ー 最 大 限 導 入重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

20
50

市
町
村
の

取
組
支

援

県
施
有
設
の
太
陽
光
発
電
設
備
設
置
率

○
事
前
復
興
に
も
資
す
る
、

地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
構
築

県

市
町
村
向
け
説
明
会

手
引
き
を

基
に
市
町

村
を
対

象

と
し
た
説

明
会
を
実

施

＜
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
＞

平
時
は
地
域
内
の
潮
流
を
把
握
・制

御
し
、
災
害
に
よ
る
大
規
模
停
電
時
は

自
立
的
運
用
を
行
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス

テ
ム
で
あ
る
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
の

取
組
を
支
援
す
る
。

市
町
村

事
業
者

地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
導
入
可
能
性
の
検
討

・
取
組
の

手
引
き
を

活
用

・
県
と

連
携

国
補
助
金
を
活
用
し
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
構
築
を
推
進

国
補
助
金
を
活
用
し
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
導
入
プ
ラ
ン
を
策
定

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

県

市
町
村

事
業
者

地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
モ
デ
ル
地
区
の
創
出

【
目
標
】

地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド

モ
デ
ル
地
区
創
出
（
累
計
）

（
'2
1
）
0
地
区

（
'2
4
）
2
地
区

加
速
期
間

集
中
期
間

手
引
き
作
成

県
内
自
治

体

が
導
入
に

取

り
組
む
た

め

の
手
引
き

を

作
成

（
'3
0
）
推
進
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徳
島
県
版
・
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【
具
体
的
な
取
組
】

自 然 エ ネ ル ギ ー 最 大 限 導 入

2
0
2
6
2
0
2
7
2
0
2
8
2
0
2
9

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・
課
題
（
仮
称
）

※
2
0
3
0
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
5
0

2
0
3
0

加
速
期
間

集
中
期
間

○
Ｚ
Ｅ
Ｈ
の
拡
充
、
Ｚ
Ｅ
Ｂ
の
率
先
導
入

Z
E
H
（
ネ
ッ
ト
・ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・ハ
ウ

ス
）
と
は

外
皮
の
断
熱
性
能
の
大
幅
な
向
上
と

高
効
率
な
設
備
・
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
よ

り
、
室
内
環
境
の
質
を
維
持
し
つ
つ
大
幅

な
省
エ
ネ
を
実
現
（省
エ
ネ
基
準
比
2
0
％

以
上
）し
た
上
で
、
再
エ
ネ
を
導
入
し
て
年

間
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
収
支
を
ゼ
ロ
と

す
る
こ
と
を
目
指
し
た
住
宅
。

＜
Z
E
H
＞

＜
Z
E
B
＞

補
助
事
業
の
実
施
や
各
種
イ
ベ
ン
ト

に
お
け
る
普
及
啓
発
活
動
等
に
よ
り
、

Ｚ
Ｅ
Ｈ
の
普
及
拡
大
に
取
り
組
む
。

国 県

市
町
村

事
業
者

県県

Z
E
H
の
導
入
の
推
進

・各
種
イ
ベ
ン
ト
に
お
け
る
普
及
啓
発
活
動
の
実
施

・ハ
ウ
ス
メ
ー
カ
ー
や
建
設
関
係
団
体
と
の
意
見
交
換
会
の
実
施

・補
助
事
業
等
の
支
援
策
を
実
施

Z
E
B
の
導
入
の
推
進

・県
有
施
設
の
新
築
・改
築
時
に
Z
E
B
化
検
討
チ
ー
ム
を
設
置
し
、
検
討
を
実
施

・民
間
の
設
置
者
に
対
す
る
補
助
事
業
等
の
支
援
策
の
実
施

2
0
3
0
年

（
省
エ
ネ
）
新
築
さ
れ
る
住
宅
・建
築
物
に
つ
い
て
は
Ｚ
Ｅ
Ｈ
・Ｚ
Ｅ
Ｂ
基
準
の
水
準
の
省
エ
ネ
性
能

（
※
）
確
保

（
再
エ
ネ
）
新
築
戸
建
住
宅
の
6
割
に
お
い
て
太
陽
光
発
電
設
備
導
入

（
※
）住
宅
：強
化
外
皮
基
準
及
び
再
エ
ネ
を
除
い
た
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
現
行
の
省
エ
ネ
基
準
値
か
ら
2
0
％
削
減

建
築
物
：
同
様
に
用
途
に
応
じ
て
3
0
％
又
は
4
0
％
削
減
（
小
規
模
は
2
0
％
削
減
）

今
後
予
定
す
る
県
有
施
設
の
新
築
・

改
修
事
業
に
つ
い
て
、
率
先
的
に
Ｚ
Ｅ

Ｂ
を
導
入
す
る
。

Z
E
B
（
ネ
ッ
ト
・ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・ビ
ル
）
と

は

快
適
な
室
内
環
境
を
実
現
し
な
が
ら
、
建

物
で
消
費
す
る
年
間
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
収
支
を
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
を
目
指
し
た
建

物
。

Z
E
H
の
拡
充
に
向
け
た
政
策
提
言

・
Z
E
H
補
助
予
算
の
必
要
額
の
確
保

・Z
E
H
導
入
目
標
設
定
に
向
け
た
統
計
デ
ー
タ
の
整
備

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

【
目
標
】

新
築
住
宅
に
占
め
る
Z
E
H
の
割
合

（
'2
0
）
2
4.
4
％

（
'2
5
）
4
2
％

（
'3
0
）
6
0
％
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徳
島
県
版
・脱

炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具

体
的
な
取
組
】

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課

題
（仮

称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

2
0
5
0

2
0
2
9

20
30

自 然 エ ネ ル ギ ー 最 大 限 導 入

20
25

2
0
2
6
2
0
2
7
2
0
2
8

・
法
令
や
補
助
制
度
等
に
よ
る
Ｅ
Ｓ
Ｇ
融
資
へ
の
支
援

・
Ｅ
Ｓ
Ｇ
事
業
へ
の
融
資
や
経
営
ア
ド
バ
イ
ス
等

・
Ｅ
Ｓ
Ｇ
金
融
等
の
研
究
の
実
施

国 県

市
町
村

県

団
体

事
業
者

地
域
の
産
学
官
金
で
構
成
す
る

「
徳
島
版
Ｅ
Ｓ
Ｇ
地
域
金
融
活
用
協

議
会
」
を
活
用
し
、
環
境
配
慮
型

経
営
へ
の
転
換
や
、
環
境
ビ
ジ
ネ

ス
の
創
出
に
向
け
て
取
り
組
む
中

小
企
業
の
資
金
調
達
を
地
域
社

会
と
し
て
支
援
す
る
。

○
「
徳
島
版
Ｅ
Ｓ
Ｇ
地
域
金
融
活
用

協
議
会
」
に
よ
る
、
住
宅
や
農
業
、

製
造
業
等
で
の
再
エ
ネ
導
入
促
進

金
融
機
関

地
域
経
済

団
体

・
協
議
会
の
運
営
に
よ
る
金
融
機
関
、
経
済
団
体
、
自
治
体
、
事
業
者
間
の
仲
介
斡
旋

・
事
業
者
へ
の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
事
業
の
計
画
策
定
、
進
捗
管
理
支
援

・
Ｅ
Ｓ
Ｇ
事
業
達
成
に
向
け
た
相
談
対
応

・
環
境
配
慮
型
経
営
事
業
者
の
展
示
会
へ
の
出
展
支
援

・
Ｅ
Ｓ
Ｇ
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー
勉
強
会
等
の
開
催

・
Ｅ
Ｓ
Ｇ
金
融
等
の
研
究
の
実
施

・
団
体
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し
た
Ｅ
Ｓ
Ｇ
事
業
の
情
報
提
供

・
環
境
配
慮
型
経
営
を
検
討
し
て
い
る
事
業
者
の
掘
り
起
こ
し

・
事
業
者
へ
の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
事
業
の
計
画
策
定
、
進
捗
管
理
支
援

エ
コ
パ
ー
ト

ナ
ー
協
定

締
結
企
業
・

団
体

・
省
エ
ネ
相
談
、
省
エ
ネ
活
動
支
援

・
Ｃ
Ｏ
２
の
削
減
に
寄
与
す
る
カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
事
業
の
実
施

・
気
候
変
動
に
関
す
る
啓
発
や
環
境
教
育
の
推
進

・
経
済
団
体
と
の
連
携
に
よ
り
、
環
境
配
慮
型
経
営
や
テ
レ
ワ
ー
ク
等
の
環
境
負
荷
の
少
な
い
働
き
方
へ
の
転
換
、
環
境
ビ
ジ
ネ
ス
創
出
促
進

加
速
期
間

集
中
期
間

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

【
目
標
】

Ｅ
Ｓ
Ｇ
金
融
活
用
制
度

に
よ
る
支
援
件
数
（
累
計
）

（
'2
1
）
2
0
件

（
'2
5
）
推
進

（
'3
0
）
推
進

県

金
融
機
関

・
住
宅
用
太
陽
光
発
電
導
入
を
は
じ
め
暮
ら
し
の
脱
炭
素
化
や
、
県
内
事
業
者
の
炭
素
生
産
性
向
上
に
向
け
た
投
資
を
促
す
貸
付
制
度
等
の

検
討
・
構
築
・
運
用

Ｅ
Ｓ
Ｇ
と
は

環
境
(E
n
vi
ro
n
m
e
n
t）
、
社
会
(S
o
c
ia
l)
、

ガ
バ
ナ
ン
ス
(G
o
ve
rn
an
c
e)
の
頭
文
字

を
取
っ
た
も
の
で
、
企
業
の
長
期
的
な
成

長
の
た
め
に
必
要
と
さ
れ
る
観
点
。
従

来
型
の
財
務
情
報
だ
け
で
な
く
、
E
S
G
も

考
慮
に
入
れ
る
投
資
手
法
は
「
E
S
G
投

資
」と
呼
ば
れ
る
。

カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
と
は

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
う
ち
、
ど
う

し
て
も
削
減
で
き
な
い
量
の
全
部
又
は

一
部
を
他
の
場
所
の
排
出
削
減
・吸

収

量
（ク
レ
ジ
ッ
ト
）
で
オ
フ
セ
ッ
ト
（埋

め
合

わ
せ
）す

る
こ
と
。
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徳
島
県
版
・
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【
具
体
的
な
取
組
】

自 然 エ ネ ル ギ ー 最 大 限 導 入重 点 施 策

事
業
の
概
要
・
課
題
（
仮
称
）

※
2
0
3
0
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

20
26
20
27
20
28
20
29

2
0
3
0

20
50

国

市
町
村

事
業
者

県

市
町
村

事
業
者

深
刻
化
す
る
気
候
変
動
問
題
へ
の
対

応
と
地
域
活
性
化
の
た
め
、
自
治
体
や

企
業
に
お
け
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
活
用
し
た
事
業
運
営
を
支
援
す
る
。

○
自
治
体
や
企
業
に
お
け
る
再
エ
ネ

電
力
調
達
の
推
進
（
R
E1
0
0
）

地
域
経
済
活
性
化
の
推
進

・
地
元
企
業
に
よ
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
産
業
を
育
成
す
る
た
め
、
産
学
官
に
金
融
を
加
え
た
推
進
体
制
に
よ
り
、
企
業
へ
の

情
報
提
供
や
関
係
団
体
間
で
の
情
報
共
有
、
連
携
事
業
な
ど
を
実
施

県
有
施
設
に
お
け
る
再
エ
ネ
電
力
の
調
達

・
気
候
変
動
問
題
へ
の
対
応
と
地
域
活
性
化
へ
の
貢
献
を
率
先
的
に
進
め
て
い
く
姿
勢
を
示
す
た
め
、
県
有
施
設
に
お
け
る
積
極
的
な
再
エ
ネ

電
力
調
達
を
推
進

国
際
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
（
Ｒ
Ｅ
１
０
０
、
Ｓ
Ｂ
Ｔ
、
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
）
へ
の
コ
ミ
ッ
ト
促
進

・
企
業
が
パ
リ
協
定
に
整
合
す
る
意
欲
的
な
目
標
を
設
定
し
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
で
効
果
的
に
削
減
を
進
め
る
た
め
、
Ｒ
Ｅ
１
０
０
や

Ｓ
Ｂ
Ｔ
な
ど
の
国
際
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
参
加
へ
の
意
思
表
明
を
支
援

県

市
町
村

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
事
業
の
立
ち
上
げ
支
援

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
に
向
け
て
、
採
算
性
や
法
規
制
、
さ
ら
に
は
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
地
域
活
性
化
を
結
び
つ
け
る
手
法
な
ど
を

学
ぶ
人
材
育
成
講
座
の
開
催

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
を
は
じ
め
、
「
創
エ
ネ
・
省
エ
ネ
・
蓄
エ
ネ
」
設
備
を
対
象
と
す
る
低
利
融
資
制
度
や
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
に

関
す
る
補
助
制
度
に
つ
い
て
、
情
勢
に
応
じ
た
見
直
し
を
実
施

加
速
期
間

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

【
目
標
】

「
Ｒ
Ｅ
１
０
０
」の
推
進

（
'2
1
）
推
進

（
'2
5
）
推
進

（
'3
0
）
推
進

市
町
村
お
よ
び
企
業
に
お
け
る
再
エ
ネ
電
力
の
活
用
促
進

・
事
業
活
動
へ
の
再
エ
ネ
電
力
の
導
入
モ
デ
ル
の
検
証
や
「
脱
炭
素
化
」
に
関
連
し
た
積
極
的
な
情
報
提
供

集
中
期
間

県

県
の
再
エ
ネ
電
力
調
達
率

（
'2
1
）
0

（
'2
5
）
2
5
％

（
'3
0
）
7
0
％
以
上

Ｒ
Ｅ
１
０
０
と
は

企
業
が
自
ら
の
事
業
の
使
用
電
力
を

１
０
０
％
再
エ
ネ
で
賄
う
こ
と
を
目
指
す
国

際
的
な
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
と
は

気
候
関
連
財
務
情
報
開
示
を
企
業
等

へ
促
す
こ
と
を
目
的
と
し
た
民
間
主
導
の

タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス

Ｓ
Ｂ
Ｔ
と
は

民
間
企
業
に
よ
る
、
パ
リ
協
定
の
目
標

達
成
を
目
指
し
た
削
減
シ
ナ
リ
オ
と
整
合

し
た
目
標
の
設
定
、
実
行
を
求
め
る
国

際
的
な
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
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徳
島
県
版
・
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【
具
体
的
な
取
組
】

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・
課
題
（
仮
称
）

※
2
0
3
0
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

20
50

20
29

2
0
3
0

自 然 エ ネ ル ギ ー 最 大 限 導 入

2
0
2
5

20
26
20
27
20
28

県

各
種
団
体

事
業
者

環
境
活
動
連
携
拠
点
で
あ
る
「エ
コ

み
ら
い
と
く
し
ま
」
を
核
と
し
た
環
境
教

育
・学
習
機
会
の
創
出
や
人
材
育
成

を
行
う
。

○
地
球
温
暖
化
防
止
活
動
推
進
員

な
ど
地
域
を
繋
ぐ
人
材
の
育
成
、

普
及
啓
発
の
強
化

県
民
の
意
識
啓
発
の
強
化

・
「
出
前
講
座
」
や
「
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
機
会
の
創
出
」
を
行
う
と
と
も
に
、
県
民
や
事
業
者
等
の
環
境
活
動
を
支
援

全
世
代
型
環
境
教
育
・
環
境
学
習

・
環
境
に
関
す
る
高
い
意
識
を
も
っ
た
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、
幅
広
い
世
代
の
県
民
を
対
象
と
し
た
環
境
教
育
・
環
境
学
習
等
を
実
施

県
民
や
事
業
者
の
自
主
的
な
取
組
を

支
援
す
る
た
め
に
、
環
境
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
等
を
派
遣
す
る
。

県

各
種
団
体

事
業
者

環
境
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
活
用
推
進

・
県
民
一
人
ひ
と
り
の
環
境
保
全
に
対
す
る
自
主
的
・
積
極
的
な
意
識
を
高
め
る
た
め
、
環
境
に
関
す
る

学
習
会
・
研
修
な
ど
の
開
催
を
求
め
る
県
民
や
事
業
者
等
に
、
環
境
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
派
遣

加
速
期
間

県

市
町
村

Ｎ
Ｐ
Ｏ

民
間
企
業

等

地
球
温
暖
化
防
止
活
動
推
進
員
の
活
用
推
進

・
フ
ォ
ー
ラ
ム
や
研
修
に
よ
る
識
見
修
得
機
会
の
提
供

・
脱
炭
素
に
関
す
る
識
見
を
有
す
る
推
進
員
の
育
成

・
地
域
の
集
会
や
勉
強
会
等
へ
の
推
進
員
の
派
遣

・
識
見
を
有
す
る
人
材
に
よ
る
、
地
球
温
暖
化
対
策
の
知
識
の
普
及
啓
発
を
推
進

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

（
'3
0
）
2
1
,3
0
0
人

（
'2
5
）
1
4
,8
0
0
人

（
'2
1
）
7
,9
0
0
人

【
目
標
】

「
と
く
し
ま
環
境
学
講
座
」及
び
「
親
子

環
境
学
習
教
室
」
受
講
者
数
（
累
計
）

環
境
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
件
数
（累
計
）

（
'2
1
）
1
,0
3
0
件

（
'2
5
）
1
,3
1
0
件

（
'3
0
）
1
,6
6
0
件

県

市
町
村

各
種
団
体

事
業
者

人
材
育
成

・
徳
島
県
版
・
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
掲
げ
る
脱
炭
素
対
策
に
関
す
る
識
見
を
有
し
、
地
域
に
お
け
る
当
該
対
策
の
推
進
に
主
体
的

か
つ
積
極
的
に
取
り
組
む
人
材
の
育
成

・
平
成
長
久
館
に
お
け
る
研
修
や
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
に
よ
り
、
環
境
配
慮
型
経
営
を
実
践
す
る
経
営
者
や
企
業
内
人
材
の
育
成

集
中
期
間
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重
点
施
策

水
素
グ
リ
ッ
ド
構
想
の
推
進

・
日
本
は
、
平
成
29
（2
01
7）
年
に
世
界
初
の
「水
素
基
本
戦
略
」を
策
定
し
、
水
素
を
カ
ー
ボ
ン
フ
リ
ー
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
新
た
な
選
択
肢
と
し
て
提
示
し
ま
し
た
。

・
平
成
31
（2
01
9）
年
に
策
定
さ
れ
た
「水
素
・燃
料
電
池
戦
略
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」で
は
、
「水
素
基
本
戦
略
」に
掲
げ
た
目
標
を
確
実
に
実
現
す
る
た
め
、
目
指
す
べ
き

タ
ー
ゲ
ッ
ト
を
新
た
に
設
定
（基
盤
技
術
の
ス
ペ
ッ
ク
・コ
ス
ト
内
訳
の
目
標
）し
、
目
標
達
成
に
向
け
て
必
要
な
取
組
を
規
定
す
る
と
と
も
に
、
分
野
ご
と
の
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

・
令
和
3（
20
21
）年
10
月
22
日
、
「第
6次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」が
閣
議
決
定
さ
れ
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
「主
力
電
源
」と
明
記
さ
れ
る
と
と
も
に
、

20
30
年
度
電
源
構
成
に
お
け
る
「水
素
・ア
ン
モ
ニ
ア
に
よ
る
発
電
（１
％
程
度
）
」が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

・
全
国
に
先
駆
け
、
究
極
の
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
「水
素
」の
導
入
を
進
め
て
き
た
本
県
で
は
、
令
和
3（
20
21
）年
1
2月
1日
か
ら
、
燃
料
電
池
バ
ス
に
よ
る
路
線

運
行
が
始
ま
り
、
あ
わ
せ
て
、
全
国
初
と
な
る
地
産
エ
ネ
ル
ギ
ー
「副
生
水
素
（※
）」
を
活
用
し
た
「製
造
・供
給
・一
体
型
」水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
が
稼
働
開
始
す
る

な
ど
、
「水
素
立
県
・元
年
」が
幕
を
開
け
、
水
素
の
社
会
実
装
が
本
格
化
し
て
い
ま
す
。

（※
）副
生
水
素
P
2
3
参
照

・
燃
料
電
池
自
動
車
（
F
C
V
）や
燃
料
電
池
バ
ス
（F
C
バ
ス
）な
ど
水
素
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
導
入
促
進
に
加
え
、
「地
産
水
素
（
※
）」
を
活
用
し
た
広
域
的
な
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
構
築
や
「地
産
水
素
の
グ
リ
ー
ン
化
」に
よ
り
、
本
県
が
目
指
す
先
導
的
な
脱
炭
素
モ
デ
ル
を
構
築
し
ま
す
。

（※
）地
産
水
素
P
2
1
参
照

・
今
後
の
大
型
水
素
モ
ビ
リ
テ
ィ
に
よ
る
広
域
移
動
を
見
据
え
、
実
証
運
行
の
実
施
や
「グ
リ
ー
ン
物
流
（
※
）へ
の
転
換
」を
推
進
し
ま
す
。

（※
）グ
リ
ー
ン
物
流
P
2
2
参
照

【
主
な
課
題
・
取
組
】
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

  　 　 　 　  　 　 　

20
30

水 素 グ リ ッ ド 構 想 の 推 進

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

2
0
5
0

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0
年
ま
で
に
1,
00
0
基
程
度
の
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
最
適
配
置

商
用
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の

自
立
運
営
の
促
進

水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
整
備
推
進

地
方
発
の
水
素
社
会
の
実
現
に
向
け
、
地
域
経
済
の
活
性
化
に
も
資
す
る
、
地
域
資
源
で
あ
る
「地
産
水
素
」
を
活
用
し
た
、

新
た
な
水
素
供
給
拠
点
の
整
備
推
進

国 県

事
業
者

○
「
水
素
立
県
と
く
し
ま
」を
加
速
す
る

新
た
な
供
給
拠
点
整
備

水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
整
備

水
素
社
会
の
早
期
実
現
を
目
指
し
、

地
産
水
素
を
活
用
し
た
広
域
的
な
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
を
図
る
た
め
、
戦
略

的
な
取
組
を
展
開
す
る
。

水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
規
制
改
革
等
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
・
導
入
支
援

商
用
車
用
の
大
型
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
開
発
・
実
証

・
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
補
助
金
の
拡
大
や
「
地
産
水
素
」
の
活
用
先
の
拡
充
に
向
け
た
政
策
提
言
の
実
施

・
地
産
水
素
を
活
用
し
た
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
整
備
推
進

加
速
期
間

集
中
期
間

【
目
標
】

水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
数

（
'2
1
）
3
箇
所

（
'2
5
）
6
箇
所

（
'3
0
）
1
1
箇
所

地
産
水
素
と
は
、

県
内
で
製
造
さ
れ
る
水
素
。

副
生
水
素
や
水
の
電
気
分
解
に
よ
り
製

造
さ
れ
る
水
素
が
あ
る
。
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

水 素 グ リ ッ ド 構 想 の 推 進

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル2
0
5
0

20
22

20
23

20
24

20
25

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

20
30

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

水
素
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
導
入
促
進

地
方
発
の
水
素
社
会
の
実
現
に
向
け
、
地
域
資
源
で
あ
る
「
地
産
水
素
」
の
活
用
を
推
進
し
、
燃
料
電
池
自
動
車
（
Ｆ
Ｃ
Ｖ
）
や

燃
料
電
池
バ
ス
（
Ｆ
Ｃ
バ
ス
）
の
普
及
拡
大
を
推
進
す
る
と
と
も
に
地
域
経
済
の
活
性
化
を
図
る

国 県

事
業
者

○
水
素
モ
ビ
リ
テ
ィ
（
F
C
ト
ラ
ッ
ク

な
ど
）
に
よ
る
グ
リ
ー
ン
物
流
の
推
進

水
素
社
会
の
早
期
実
現
を
目
指
し
、

燃
料
電
池
自
動
車
（F

C
V
）
や
燃
料
電

池
バ
ス
（Ｆ
Ｃ
バ
ス
）
を
は
じ
め
、
多
様

な
水
素
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
導
入
を
促
進
す

る
な
ど
、
地
球
温
暖
化
対
策
の
切
り
札

と
な
る
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
実
装
を

図
る
。

ま
た
、
長
い
走
行
距
離
や
、
短
い
充

填
時
間
な
ど
、
水
素
の
長
所
を
よ
り
生

か
す
こ
と
が
で
き
る
燃
料
電
池
ト
ラ
ッ

ク
（
F
C
ト
ラ
ッ
ク
）や
燃
料
電
池
バ
ス

（F
C
バ
ス
）な
ど
の
大
型
車
両
の
普
及

を
見
据
え
、
実
証
運
行
の
実
施
や
水

素
供
給
体
制
の
整
備
を
推
進
す
る
。

水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
規
制
改
革
等
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
・
導
入
支
援
（
再
掲
）

商
用
車
用
の
大
型
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
開
発
・
実
証
（
再
掲
）

商
用
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の

自
立
運
営
の
促
進
（
再
掲
）

F
C
ト
ラ
ッ
ク
の
実
証
に
よ
る
商
用
化
の
加
速
、
電
動
化
の
推
進
を
行
う
一
環
で
の
導
入
支
援
策
の
検
討

電
動
車
・
イ
ン
フ
ラ
の
導
入
拡
大

加
速
期
間

集
中
期
間

Ｆ
Ｃ
ト
ラ
ッ
ク
の
導
入
検
討
・
実
証
運
行

Ｆ
Ｃ
ト
ラ
ッ
ク
の
導
入

【
目
標
】

Ｆ
Ｃ
バ
ス
導
入
台
数

（
'2

1
）

2
台

（
'2

5
）

1
0
台

（
'3

0
）

2
0
台

グ
リ
ー
ン
物
流
と
は

「物
流
シ
ス
テ
ム
の
改
善
」に
よ
り
、
物
流

段
階
に
お
け
る
二
酸
化
炭
素
排
出
量
を

削
減
す
る
取
組
の
総
称
。
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

水 素 グ リ ッ ド 構 想 の 推 進

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

20
24

20
25

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

20
30

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

2
0
5
0

水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
整
備
推
進

・
地
方
発
の
水
素
社
会
の
実
現
に
向
け
、
地
域
経
済
の
活
性
化
に
も
資
す
る
地
域
資
源
で
あ
る
「地
産
水
素
」
を
活
用
し
た
、

新
た
な
水
素
供
給
拠
点
の
整
備
推
進
（
再
掲
）

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
水
素
製
造
に
向
け
た
施
策
展
開

国 県

事
業
者

○
地
産
水
素
の
グ
リ
ー
ン
化

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
電
力
に
よ
る
地
産
水
素
の
グ
リ
ー
ン
化
の
検
討
・
推
進

地
産
水
素
を
地
域
の
交
通
や
産
業

に
活
用
す
る
こ
と
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

地
産
地
消
に
よ
る
地
域
活
性
化
に
繋

が
る
た
め
、
地
産
水
素
の
活
用
推
進

と
と
も
に
、
県
内
の
豊
富
な
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
に
よ
る
水
素
製
造
に
向
け
た

施
策
展
開
を
図
る
。

余
剰
再
エ
ネ
活
用
の
た
め
の
国
内
市
場
環
境
整
備
等
を
通
じ
た
社
会
実
装
の
促
進

副
生
水
素
を
活
用
し
た

水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
整
備
推
進

卒
Ｆ
ＩＴ
再

エ
ネ
の
活

用
等
を
通

じ
た
普
及

拡
大

水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
補
助
金
の
拡
大
や

「
副
生
水
素
」
の
柔
軟
な
活
用
に
向
け
た
政
策
提
言

水
電
解
装
置
等
の
大
型
化
等
支
援
・性
能
評
価
環
境
整
備

加
速
期
間

集
中
期
間

【
目
標
】

地
産
水
素
の
グ
リ
ー
ン
化

（
'2
1
）
検
討
・
推
進

（
'2
5
）
検
討
・
推
進

（
'3
0
）
推
進

副
生
水
素
と
は

事
業
者
が
行
う
工
業
生
産
の
過
程
で
、

副
次
的
に
発
生
す
る
水
素
。

代
表
的
な
も
の
と
し
て
、
苛
性
ソ
ー
ダ
（
水

酸
化
ナ
ト
リ
ウ
ム
）
の
製
造
過
程
で
発
生

す
る
水
素
が
あ
る
。

水
素
の
グ
リ
ー
ン
化
と
は

水
素
の
製
造
過
程
で
、
二
酸
化
炭
素
を

排
出
し
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

代
表
的
な
も
の
と
し
て
、
水
の
電
気
分
解

に
使
用
す
る
電
力
を
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

由
来
電
力
へ
置
き
換
え
る
こ
と
が
挙
げ
ら

れ
る
。
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重
点
施
策

循
環
経
済
へ
の
移
行

【
主
な
課
題
・
取
組
】

・
大
量
生
産
・大
量
消
費
型
の
経
済
社
会
活
動
は
、
大
量
廃
棄
型
の
社
会
を
形
成
し
、
健
全
な
物
質
循
環
を
阻
害
す
る
ほ
か
、
気
候
変
動
問
題
、
天
然
資
源
の

枯
渇
、
大
規
模
な
資
源
採
取
に
よ
る
生
物
多
様
性
の
破
壊
な
ど
様
々
な
環
境
問
題
に
も
密
接
に
関
係
し
て
い
ま
す
。

・
資
源
・エ
ネ
ル
ギ
ー
や
食
糧
需
要
の
増
大
、
廃
棄
物
発
生
量
の
増
加
が
世
界
全
体
で
深
刻
化
し
て
お
り
、
一
方
通
行
型
の
経
済
社
会
活
動
か
ら
、
持
続
可
能
な

形
で
資
源
を
利
用
す
る
「循
環
経
済
」へ
の
移
行
を
目
指
す
こ
と
が
世
界
の
潮
流
と
な
っ
て
い
ま
す
。

・
気
候
変
動
問
題
の
対
処
に
は
、
循
環
経
済
へ
の
移
行
を
加
速
さ
せ
、
持
続
可
能
で
強
靱
な
経
済
社
会
の
実
現
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
り
、
身
近
な

と
こ
ろ
で
は
、
環
境
に
配
慮
し
た
自
動
車
の
使
用
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
対
策
、
食
品
ロ
ス
削
減
の
推
進
な
ど
の
取
組
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

・
国
に
お
い
て
は
、
令
和
3（
2
0
2
1）
年
10
月
22
日
に
閣
議
決
定
し
た
「地
球
温
暖
化
対
策
計
画
」に
お
い
て
、
環
境
に
配
慮
し
た
自
動
車
使
用
等
の
促
進
を
掲
げ
て

い
ま
す
。

・
ま
た
、
数
次
に
わ
た
る
「廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
」の
改
正
や
、
各
種
リ
サ
イ
ク
ル
関
連
法
の
制
定
等
に
加
え
、
令
和
元
（2
01
9）
年
5
月
に
は

「プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環
戦
略
」を
策
定
し
、
再
生
可
能
資
源
へ
の
代
替
を
基
本
原
則
と
し
た
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
資
源
循
環
を
総
合
的
に
推
進
し
て
い
ま
す
。

・
さ
ら
に
、
令
和
元
（
20
19
）年
5月
に
「食
品
ロ
ス
の
削
減
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」を
制
定
し
、
食
品
ロ
ス
の
削
減
を
「
国
民
運
動
」
と
位
置
づ
け
ま
し
た
。

・
本
県
に
お
い
て
は
、
平
成
1
4
（2
00
2）
年
3月
に
「第
一
期
徳
島
県
廃
棄
物
処
理
計
画
」を
策
定
し
て
以
来
数
次
の
改
定
を
経
て
、
令
和
3（
20
21
）
年
3月
「
第
五
期

徳
島
県
廃
棄
物
処
理
計
画
」を
策
定
し
、
廃
棄
物
処
理
対
策
や
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

・
こ
れ
ま
で
の
取
組
に
よ
り
、
一
定
の
改
善
は
図
ら
れ
た
も
の
の
、
廃
棄
物
の
排
出
量
、
再
生
利
用
の
取
組
や
最
終
処
分
の
状
況
を
み
る
と
、
循
環
型
社
会
へ
の

転
換
の
途
上
に
あ
り
ま
す
。

・
と
り
わ
け
廃
棄
物
対
策
の
中
で
も
身
近
な
問
題
で
あ
る
「プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
問
題
」に
つ
い
て
は
、
県
民
総
ぐ
る
み
で
「
『プ
ラ
ご
み
ゼ
ロ
』と
く
し
ま
ス
マ
ー
ト
宣
言
」

や
３
R
の
さ
ら
な
る
推
進
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
食
品
ロ
ス
の
削
減
に
つ
い
て
は
、
令
和
3（
20
21
）
年
3月

、
「
徳
島
県
食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画
」
を
定
め
、
県
、
市
町
村
、
事
業
者
、
消
費
者
等
の

あ
ら
ゆ
る
主
体
が
連
携
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
で
こ
の
課
題
に
取
り
組
ん
で
お
り
、
食
べ
物
を
無
駄
に
し
な
い
意
識
の
醸
成
と
そ
の
定
着
を
さ
ら
に
図
っ
て
い
く

こ
と
が
重
要
で
す
。
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

20
24

20
25

2
0
5
0

循 環 経 済 へ の 移 行

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

2
0
2
6
2
0
2
7
2
0
2
8
2
0
2
9

20
30

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

「
2
0
3
5
年
」
ま
で
に
乗
用
車
新
車
販
売

電
動
車
1
0
0
％

公
用
車
の
電
動
化
推
進

国 県

事
業
者

電
動
車
・
イ
ン
フ
ラ
の
導
入
拡
大

・
公
用
車
、
社
用
車
の
電
動
化
の
促
進
、
高
速
道
路
利
用
時
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
付
与
、
国
立
公
園
等
の
駐
車
料
金
の
減
免
の
検
討

・
充
電
イ
ン
フ
ラ
15
万
基
設
置
、
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
1,
00
0
基
程
度
の
最
適
配
置
で
の
整
備

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
ド
ラ
イ
ブ
等
の
普
及
啓
発

・二
酸
化
炭
素
排
出
量
が
多
い
運
輸
部
門
に
お
け
る
削
減
を
図
る
た
め
、
電
動
車
普
及
に
向
け
た
啓
発
の
実
施

（災
害
時
を
想
定
し
た
外
部
給
電
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
の
実
施
）

・
事
業
用
車
両
の
電
動
化
推
進

・
電
動
車
の
率
先
導
入
に
よ
る
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
ド
ラ
イ
ブ
を
は
じ
め
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
・
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の

脱
炭
素
化
に
繋
が
る
行
動
様
式
の
転
換

軽
自
動
車
の
燃
料
別
新
車
販
売
台
数
の

都
道
府
県
別
統
計
デ
ー
タ
を
整
備
し
公
表
す
る
よ
う
政
策
提
言

○
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
ド
ラ
イ
ブ
の
推
進

電
動
車
※
を
活
用
す
る
「ゼ
ロ
カ
ー

ボ
ン
・ド
ラ
イ
ブ
」を
普
及
さ
せ
、
自
動

車
に
よ
る
移
動
や
物
流
を
脱
炭
素
化

す
る
と
と
も
に
、
「走
る
蓄
電
池
」と

し
て
災
害
時
の
非
常
用
電
源
に
活
用

す
る
。

※
電
動
車
：

電
気
自
動
車
、
燃
料
電
池
自
動
車
、
プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド

自
動
車
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
。

ま
た
、
小
型
貨
物
電
動
車
に
よ
る

グ
リ
ー
ン
物
流
を
促
進
す
る
。

加
速
期
間

集
中
期
間

乗
用
車
（
軽
自
動
車
除
く
）

新
車
販
売
に
お
け
る
電
動
車
の
割
合

（
'2
0
）
3
6
％

（
'2
5
）
6
0
％

（
'3
0
）
8
0
％

電
動
車
を
活
用
し
た

啓
発
活
動
の
実
施
数
（累

計
）

（
'2
0
）
1
0
回

（
'2
5
）
3
5
回

（
'3
0
）
6
0
回

【
目
標
】

県
の
公
用
車
の
新
規
・
更
新
に
お
け
る

電
動
車
の
割
合

（
'2
2
）
1
00
％

（
'2
5
）
1
0
0
％

（
'3
0
）
1
0
0
％

電
動
車
の
選
択
・
利
用
の
促
進
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徳
島
県
版
・
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【
具
体
的
な
取
組
】

循 環 経 済 へ の 移 行重 点 施 策

事
業
の
概
要
・
課
題
（
仮
称
）

※
2
0
3
0
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

2
0
2
1

2
0
2
2

20
29

2
0
3
0

20
50

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

20
26
20
27
20
28

国 県 県

事
業
者

県

市
町
村

事
業
者

深
刻
な
海
洋
汚
染
を
招
く
「
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
ご
み
問
題
」は
、
世
界
的
な
課

題
と
な
っ
て
お
り
、
普
遍
的
な
国
際
目

標
で
あ
る
「Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
（持
続
可
能
な
開

発
目
標
）」
の
達
成
に
向
け
、
「
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
ご
み
問
題
」に
取
り
組
む
。

県
民
意
識
の
醸
成
を
図
る
取
組
を
進

め
る
と
と
も
に
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
削

減
に
取
り
組
む
事
業
者
へ
の
支
援
を

実
施
す
る
。

○
資
源
循
環
に
資
す
る
「
『プ
ラ
ご
み

ゼ
ロ
』
と
く
し
ま
ス
マ
ー
ト
宣
言
」
の
推
進

県

市
町
村

事
業
者

加
速
期
間

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

（
'2
1
）
4
00
宣
言

（
'2
5
）
8
0
0
宣
言

（
'3
0
）
1
3
0
0
宣
言

【
目
標
】

「
『
プ
ラ
ご
み
ゼ
ロ
』
と
く
し
ま
ス
マ
ー
ト

宣
言
」
宣
言
数
（
累
計
）

ワ
ン
ウ
ェ
イ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
の
削
減

・
「
徳
島
県
グ
リ
ー
ン
調
達
等
推
進
方
針
」
に
基
づ
き
、
県
直
営
会
議
に
お
け
る
ワ
ン
ウ
ェ
イ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
の
原
則
提
供
禁
止
を

徹
底
し
、
市
町
村
や
民
間
企
業
等
へ
の
普
及
、
促
進
を
実
施

ワ
ン
ウ
ェ
イ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
の
削
減

・
市
町
村
や
民
間
企
業
等
と
連
携
し
、
「
マ
イ
バ
ッ
グ
」
や
「
マ
イ
ボ
ト
ル
」
を
普
及
促
進

・
「
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
Ｏ
Ｕ
Ｒ
ア
ク
シ
ョ
ン
」
へ
の
応
募
事
業
者
等
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
削
減
に
取
り
組
む
事
業
者
へ
の
支
援

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
代
替
素
材
の
利
活
用
促
進

・
産
学
官
で
構
成
さ
れ
る
「
徳
島
県
高
機
能
素
材
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
を
連
携
の
基
軸
と
し
、
Ｃ
Ｎ
Ｆ
や
バ
イ
オ
マ
ス
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
な
ど
の

代
替
素
材
の
応
用
研
究
を
企
業
と
共
同
で
行
う
ほ
か
、
最
終
製
品
の
市
場
投
入
の
た
め
の
円
滑
な
環
境
づ
く
り
を
推
進

関
西
広
域
連
合
と
の
連
携
推
進

・
Ｇ
２
０
大
阪
サ
ミ
ッ
ト
開
催
を
契
機
と
し
て
行
っ
た
「
関
西
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
ゼ
ロ
宣
言
」
を
踏
ま
え
、
関
係
自
治
体
が
連
携
し
て
、

住
民
、
事
業
者
、
団
体
等
と
協
力
し
な
が
ら
ご
み
の
ポ
イ
捨
て
防
止
や
一
斉
清
掃
活
動
、
発
生
抑
制
な
ど
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
ゼ
ロ

に
向
け
た
取
組
を
推
進

集
中
期
間

Ｃ
Ｎ
Ｆ
と
は

植
物
由
来
の
素
材
で
鋼
鉄
の
５
分
の
１

の
軽
さ
で
５
倍
の
強
度
等
の
特
性
を
有
す

る
セ
ル
ロ
ー
ス
ナ
ノ
フ
ァ
イ
バ
ー
。

バ
イ
オ
マ
ス
と
は

再
生
可
能
な
生
物
由
来
の
有
機
性
資

源
で
化
石
資
源
を
除
い
た
も
の
。
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徳
島
県
版
・
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【
具
体
的
な
取
組
】

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

2
0
2
1

2
0
2
2

20
29

2
0
3
0

20
50

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

20
26
20
27
20
28

循 環 経 済 へ の 移 行重 点 施 策

事
業
の
概
要
・
課
題
（
仮
称
）

※
2
0
3
0
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

○
資
源
循
環
に
資
す
る
、
「
『
プ
ラ
ご
み

ゼ
ロ
』
と
く
し
ま
ス
マ
ー
ト
宣
言
」
の
推
進

県

市
町
村

国

分
別
収
集
促
進

計
画
の
策
定

(
10
期
）

分
別
収
集
促
進

計
画
の
策
定

(
11
期
）

分
別
収
集
計
画

の
策
定

(
10
期
）

分
別
収
集
計
画

の
策
定

(
11
期
）

・
20
25
年
度
ま
で
に
全
市
町
村
で
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装
の

分
別
収
集
促
進
の
取
組
が
進
む
よ
う
情
報
提
供
を
実
施

・
2
0
2
5
年
ま
で
を
目
標
に
全
市
町
村
で
容
器
包
装
に
係
る
分
別
収
集

促
進
計
画
の
策
定
・
推
進

容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法
に
基
づ
く
市

町
村
分
別
収
集
計
画
に
お
い
て
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
製
容
器
包
装
の
分
別
収
集
に
全

市
町
村
で
取
り
組
む
。

加
速
期
間

集
中
期
間

取
組
推
進

取
組
推
進

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環
戦
略
策
定
（
令
和
元
年
５
月
）

・
2
0
3
0
年
ま
で
に
ワ
ン
ウ
ェ
イ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
累
積
2
5％

排
出
抑
制

・
2
0
3
0
年
ま
で
に
バ
イ
オ
マ
ス
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
約
2
0
0
万
ト
ン
導
入

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

（
'2
1
）
2
1
市
町
村

（
'2
5
）
2
4
市
町
村

（
'3
0
）
2
4
市
町
村

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環
促
進
法
に
基

づ
く
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
使
用
製
品
廃
棄
物
の

分
別
収
集
・再

商
品
化
に
取
り
組
む
市

町
村
へ
の
技
術
的
援
助
を
実
施
す
る
。

【
目
標
】

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装
の
分
別

収
集
に
取
り
組
む
市
町
村
数
（累

計
）
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徳
島
県
版
・
脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【
具
体
的
な
取
組
】

循 環 経 済 へ の 移 行重 点 施 策

事
業
の
概
要
・
課
題
（
仮
称
）

※
2
0
3
0
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
26
20
27
20
28
20
29

2
0
3
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

20
50

県 県

市
町
村

Ｎ
Ｐ
Ｏ

ﾎ
ﾞﾗ
ﾝ
ﾃ
ｨｱ

な
ど

海
岸
の
良
好
な
景
観
や
環
境
の
保
全

を
図
る
た
め
、
漂
着
ご
み
の
組
成
調
査

を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
や
海
岸

管
理
者
等
と
連
携
し
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご

み
を
含
む
海
岸
漂
着
物
の
回
収
・
処
理
、

発
生
抑
制
対
策
を
推
進
す
る
。

○
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
含
む
海
岸
漂
着
物

対
策
の
推
進

循
環
経
済
へ
の

移
行

加
速
期
間

集
中
期
間

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

・
回
収
処
理
、
発
生
抑
制
対
策
の
推
進

・
漂
着
ご
み
組
成
調
査
の
実
施
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

20
50

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課
題
（
仮
称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

循 環 経 済 へ の 移 行

国

徳
島
県
食
品
ロ
ス
削
減
推
進
計
画
（
徳
島
県

令
和
3
年
3
月
策
定
）

・
2
0
3
0年
度
ま
で
に
2
0
1
7
年
度
比
で
食
品
ロ
ス
量
を
２
５
％
削
減
（
第
五
期
徳
島
県
廃
棄
物
処
理
計
画
の
補
章
1
と
し
て
構
成
）

○
食
品
ロ
ス
の
削
減

普
及
啓
発
活
動
や
フ
ー
ド
バ
ン
ク

活
動
拡
充
の
支
援
に
よ
る
食
品
ロ
ス

対
策
の
推
進
。

県
、
市
町
村
、
事
業
者
、
消
費
者

等
の
あ
ら
ゆ
る
主
体
が
連
携
し
、
そ

れ
ぞ
れ
の
立
場
で
食
品
ロ
ス
削
減

に
取
り
組
み
、
食
べ
物
を
無
駄
に
し

な
い
意
識
の
醸
成
と
そ
の
定
着
を

図
る
。

食
品
リ
サ
イ
ク
ル
法
に
基
づ
く
基
本
方
針
（
農
林
水
産
省

令
和
元
年
7
月
1
2
日
公
表
）

・
国
は
事
業
系
食
品
ロ
ス
を
、
2
0
3
0
年
度
ま
で
に
2
0
0
0
年
度
比
で
半
減
、
家
庭
系
食
品
ロ
ス
に
つ
い
て
も
2
0
3
0
年
度
ま
で
に
半
減
さ
せ
る
目
標
を

設
定

県 県

関
係
団
体

表
彰
の
実
施

・
食
品
ロ
ス
の
削
減
に
積
極
的
に
取
り
組
む
事
業
者
・団
体
、
県
民
等
の
表
彰
を
行
い
、
食
ロ
ス
削
減
の

機
運
醸
成

地
域
完
結
型
・
食
品
ロ
ス
削
減
モ
デ
ル
の
全
県
展
開

・
圏
域
ご
と
の
実
情
に
応
じ
た
効
果
的
な
広
報

・Ｉ
Ｃ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
運
用
に
係
る
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
の
実
施

・食
ロ
ス
削
減
の
普
及
啓
発
の
推
進

県

市
町
村

社
会
福
祉

協
議
会

福
祉
団
体

ス
ー
パ
ー

等

【
目
標
】

食
品
ロ
ス
量
の
削
減
（
2
01
7年
度
比
）

集
中
期
間

加
速
期
間

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

（
'3
0
）
約
2
4
千
ｔ（
▲
2
5
％
）

表
彰
制
度
の
創
設

・
事
業
者
・
団
体
、

県
民
等
を
表
彰

す
る
制
度
の

創
設

地
域
完
結
型
・

食
品
ロ
ス
削
減

モ
デ
ル
の
構
築

・
事
業
者
や
ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
カ
フ
ェ
等
と
連
携

し
、
徳
島
な
ら
で
は

の
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た

フ
ー
ド
バ
ン
ク

モ
デ
ル
を
構
築

（
'1
7
）
食
品
ロ
ス
量

約
3
2
千
ｔ

（
'2
5
）
約
2
7
千
ｔ（
▲
1
5
％
）

食
品
ロ
ス
と
は

売
れ
残
り
や
食
べ
残
し
な
ど
本
来
食
べ

る
こ
と
が
で
き
た
食
品
が
廃
棄
さ
れ
る
こ

と
。
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

重 点 施 策

事
業
の
概
要
・課
題
（
仮
称
）

※
20
30
年
度
ま
で
の
数
値
目
標

取
組
主
体

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
50

20
30

循 環 経 済 へ の 移 行

20
26
20
27
20
28
20
29

県

市
町
村

学
校

児
童
館

放
課
後
児

童
ク
ラ
ブ
等

と
く
し
ま
食
べ
き
る
ん
じ
ょ
協
力
店
Ｍ
ａ
ｐ
を
用
い
た
普
及
啓
発
活
動

・
食
品
ロ
ス
削
減
月
間
を
中
心
に
ス
ー
パ
ー
等
の
小
売
業
者
へ
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
を
配
布
し
、
普
及
啓
発
を
実
施

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
T
w
it
te
rを

用
い
た
広
報
活
動

・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
Tw
it
t
er
に
と
く
し
ま
食
べ
き
る
ん
じ
ょ
協
力
店
を
公
開
し
、
食
品
ロ
ス
削
減
推
進
の

普
及
啓
発
を
実
施

県

市
町
村

学
校

児
童
館

放
課
後
児

童
ク
ラ
ブ
等

県

市
町
村

飲
食
店

ス
ー
パ
ー

等

情
報
の
収
集
及
び
提
供

・
食
品
ロ
ス
マ
イ
ス
タ
ー
の
派
遣
、
「お
い
し
い
徳
島
！
食
べ
き
り
運
動
」等
、
食
品
ロ
ス
削
減
推
進
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
に
よ
る

普
及
啓
発
の
実
施

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

【
目
標
】

普
及
啓
発
の
実
施
数
（累
計
）

（
'2
0
）

6
0
件

（
'2
5
）
1
6
0
件

（
'3
0
）
2
6
0
件

と
く
し
ま
食
べ
き
る
ん
じ
ょ
協
力
店

店
舗
数
（
累
計
）

（
'2
0
）
7
3
店
舗

（
'2
5
）
1
2
0
店
舗

（
'3
0
）
1
70
店
舗

デ
ジ
タ
ル
学
習
教
材

の
製
作

・Ｗ
ＩＴ
Ｈ
コ
ロ
ナ
、

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ

対
策
と
し
て
ＩＣ
Ｔ
を

活
用
し
た
オ
ン
ラ
イ
ン

で
の
デ
ジ
タ
ル
出
前

授
業
の
実
施

こ
ど
も
環
境
白
書
の

作
成

・
こ
ど
も
に
も
わ
か
り

や
す
い
環
境
白
書
の

作
成

啓
発
資
材
を
用
い
た
普
及
啓
発
活
動

・
各
種
講
座
や
体
験
教
室
の
開
催
、
小
中
学
校
・児
童
館
及
び
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
児
童
・生
徒
を

対
象
と
し
た
環
境
学
習
出
前
講
座
の
実
施

デ
ジ
タ
ル
学
習
教
材
を
用
い
た
普
及
啓
発
活
動

・
各
種
講
座
や
体
験
教
室
の
開
催
，
小
中
学
校
・
児
童
館
及
び
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の

児
童
・
生
徒
を
対
象
と
し
た
環
境
学
習
出
前
講
座
の
実
施

集
中
期
間

加
速
期
間

と
く
し
ま
食
べ

き
る
ん
じ
ょ
協

力
店
Ｍ
ａ
ｐ
の

改
定

・食
品
ロ
ス
削
減

に
努
め
て
い
る

お
店
を
紹
介
す

る
リ
ー
フ
レ
ッ

ト
の
作
成

○
食
品
ロ
ス
の
削
減
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基
盤
的
施
策

【
主
な
課
題
・
取
組
】

・
徳
島
県
に
お
い
て
は
、
平
成
15
（2
00
3）
年
以
来
、
「環
境
首
都
と
く
し
ま
」を
掲
げ
、
常
に
我
が
国
の
「環
境
行
政
」を
リ
ー
ド
し
て
き
ま
し
た
。

・
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
は
、
と
り
わ
け
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
対
策
が
必
要
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
実
施
し
て
き
た
「徳
島
県
気
候
変
動
対
策
推
進
計
画

（緩
和
編
）」
の
各
種
施
策
を
な
お
一
層
推
進
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
エ
シ
カ
ル
な
県
民
生
活
に
係
る
対
策
と
し
て
、
エ
シ
カ
ル
消
費
や
消
費
者
志
向
経
営
の
推
進
な
ど
を
通
じ
、
「
環
境
に
配
慮
し
た
ラ
イ
フ
・
ビ
ジ
ネ
ス
ス
タ
イ
ル

へ
の
転
換
」
を
図
り
、
環
境
と
社
会
・経
済
の
統
合
的
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
環
境
に
や
さ
し
い
産
業
の
育
成
や
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
、
「住
ん
で
み
た
い
・

ず
っ
と
住
み
続
け
た
い
」と
思
え
る
社
会
を
目
指
し
ま
す
。

・
森
林
等
の
吸
収
源
に
係
る
対
策
と
し
て
、
間
伐
等
に
よ
る
森
林
の
整
備
や
、
伐
採
か
ら
再
造
林
に
よ
る
更
新
を
進
め
、
水
資
源
の
か
ん
養
、
山
地
災
害
の

軽
減
、
二
酸
化
炭
素
吸
収
量
の
増
加
な
ど
、
公
益
的
機
能
の
高
い
健
全
な
森
林
づ
く
り
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
地
球
温
暖
化
防
止
に
向
け
た
意
識
啓
発
と

森
林
保
全
の
取
組
を
推
進
す
る
た
め
、
カ
ー
ボ
ン
・オ
フ
セ
ッ
ト
の
普
及
・拡
大
を
推
進
し
ま
す
。

・
持
続
可
能
な
市
街
地
形
成
の
促
進
や
「も
の
づ
く
り
」技
術
を
活
用
し
た
環
境
配
慮
型
産
業
の
育
成
支
援
を
と
お
し
て
、
引
き
続
き
、
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
に

向
け
た
施
策
を
推
進
し
ま
す
。
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

基 　 　 盤 　 　 的 　 　 施 　 　 策

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

20
50

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
診
断
・
エ
コ
診
断
等
の
推
進

・
各
家
庭
や
事
業
所
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
の
状
況
を
把
握
し
、
き
め
細
や
か
な
対
策
の
提
案
を
行
う
省
エ
ネ
診
断
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

エ
コ
診
断
を
実
施
す
る
診
断
士
の
養
成
を
促
進
。
ま
た
、
診
断
結
果
を
活
用
し
た
機
器
や
設
備
の
導
入
を
促
進

加
速
期
間

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

○
住
宅
・
建
築
物
の
省
エ
ネ
性
能
確
保

な
ど
、
家
庭
、
事
業
所
等
に
お
け
る
省
エ

ネ
の
徹
底

Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
、
ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
ー
を
活
用
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理

・
住
宅
に
お
け
る
効
率
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
を
行
う
た
め
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
「見
え
る
化
」
や
空
調
等
の
「機
器
の
制
御
」を
行
う
住
宅

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
シ
ス
テ
ム
（Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
）
、
電
気
使
用
量
が
よ
り
詳
細
に
計
測
で
き
る
ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
ー
の
導
入
を
促
進

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
能
の
高
い
機
器
・
設
備
の
導
入
促
進

・
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
を
は
じ
め
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
式
給
湯
器
や
潜
熱
回
収
型
給
湯
器
、
家
庭
用
燃
料
電
池
な
ど
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
高
い
機
器
や

設
備
の
導
入
を
促
進

住
宅
・
建
築
物
の
断
熱
性
能
の
向
上

・
新
築
及
び
既
存
の
住
宅
・建
築
物
に
つ
い
て
、
冷
暖
房
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
の
み
な
ら
ず
、
ヒ
ー
ト
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
健
康
リ
ス
ク
の
低
減
に
も

資
す
る
「
断
熱
性
能
の
向
上
」を
促
進

集
中
期
間

【
目
標
】

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
が
さ
れ
て
い
る
住
宅
の
割
合

（
累
計
）

（
'1
8
）
2
0
％

（
'2
3
）
2
3
％

（
'2
8
）
3
0
％

-32-



徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

基 　 　 盤 　 　 的 　 　 施 　 　 策

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

20
50 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

加
速
期
間

○
森
林
吸
収
源
対
策
の
強
化
や
エ
シ
カ

ル
農
業
の
拡
大
な
ど
、
農
林
水
産
分
野

に
お
け
る
Ｇ
Ｘ
推
進

森
林
サ
イ
ク
ル
の
確
立

・
年
々
充
実
す
る
森
林
資
源
の
積
極
的
な
活
用
を
図
る
「
ス
マ
ー
ト
林
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
お
い
て
、
ＩＣ
Ｔ
等
を
活
用
し
た
資
源
量
の
把
握
、

効
率
的
な
施
業
計
画
を
進
め
、
伐
採
か
ら
再
造
林
、
保
育
ま
で
の
「
森
林
サ
イ
ク
ル
」
の
確
立
に
よ
る
県
産
材
の
更
な
る
増
産
を
推
進

主
伐
生
産
シ
ス
テ
ム
の
導
入

・
効
率
的
か
つ
安
全
な
主
伐
を
実
施
す
る
た
め
、
団
地
化
や
本
県
の
急
峻
な
地
形
に
適
し
た
「
主
伐
生
産
シ
ス
テ
ム
」
の
導
入
な
ど
生
産
基
盤
の

整
備

森
林
資
源
の
公
的
管
理
の
推
進

・
「
徳
島
県
豊
か
な
森
林
を
守
る
条
例
」
に
基
づ
き
、
水
源
を
は
じ
め
と
す
る
環
境
や
防
災
面
で
重
要
な
森
林
に
つ
い
て
、
所
有
者
の
管
理
放
棄

や
目
的
が
明
ら
か
で
な
い
森
林
買
収
な
ど
に
対
応
す
る
た
め
、
県
民
共
通
の
財
産
と
し
て
、
取
得
や
公
的
機
関
に
よ
る
管
理
を
進
め
、
適
正

な
保
全
を
推
進

・
森
林
の
持
つ
公
益
的
機
能
を
維
持
し
、
適
切
に
管
理
・
保
全
し
て
い
く
た
め
、
保
安
林
の
指
定
に
よ
る
公
的
管
理
や
適
正
な
管
理
を
推
進

「
林
業
経
営
体
」
の
育
成

・
人
材
の
育
成
・
確
保
を
図
る
た
め
、
幅
広
い
年
代
や
技
術
力
に
合
わ
せ
た
人
材
育
成
戦
略
を
展
開
す
る
と
と
も
に
、
「
林
業
経
営
体
」
の
育
成
を

推
進
し
、
県
産
材
の
生
産
量
を
拡
大

集
中
期
間

【
目
標
】

人
工
造
林
面
積
の
拡
大

（
'2
1
）
1
6
0
ha

（
'2
5
）
2
6
0
ha

（
'3
0
）
3
0
0
ha

「
公
的
管
理
森
林
」
面
積
の
拡
大
（累
計
）

（
'2
1
）
1
0,
7
2
5
h
a

（
'2
5
）
1
6
,5
0
0
h
a

（
'3
0
）
2
1
,5
00
ha

（
累
計
）
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

基 　 　 盤 　 　 的 　 　 施 　 　 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

20
50

エ
シ
カ
ル
農
業
の
拡
大

・
製
造
に
化
石
燃
料
等
を
使
用
す
る
化
学
肥
料
や
化
学
合
成
農
薬
を
抑
制
す
る
「
エ
シ
カ
ル
農
業
」
の
拡
大
を
図
る
た
め
、
「
有
機
農
業
」
や

「
特
別
栽
培
」
、
「
エ
コ
フ
ァ
ー
マ
ー
」
、
「
Ｇ
Ａ
Ｐ
」
の
認
証
拡
大
と
、
認
知
度
向
上
・
販
路
拡
大
の
取
組
を
推
進

森
林
体
験
・
学
習

・
豊
か
な
森
林
を
活
用
し
、
森
林
体
験
や
学
習
の
場
を
創
出
す
る
こ
と
で
、
将
来
の
担
い
手
の
確
保
や
森
林
へ
の
意
識
の
醸
成
を
推
進

排
出
量
取
引
制
度
の
推
進

・
森
林
の
重
要
性
を
Ｐ
Ｒ
す
る
と
と
も
に
、
「と
く
し
ま
森
林
づ
く
り
県
民
会
議
」を
中
心
に
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
企
業
・県
民
と
協
働
し
た
森
づ
く
り

活
動
や
、
森
林
の
Ｃ
Ｏ
２
吸
収
量
・
Ｃ
Ｏ
２
固
定
量
を
活
か
し
た
排
出
量
取
引
制
度
の
導
入
を
推
進

・
「
と
く
し
ま
森
林
バ
ン
ク
」に
よ
る
「Ｊ
－
ク
レ
ジ
ッ
ト
」
の
発
行
を
通
じ
た
森
林
整
備
を
加
速
し
、
官
民
協
働
に
よ
る
森
林
吸
収
源
対
策
を
推
進

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

加
速
期
間

○
森
林
吸
収
源
対
策
の
強
化
や
エ
シ
カ

ル
農
業
の
拡
大
な
ど
、
農
林
水
産
分
野

に
お
け
る
Ｇ
Ｘ
推
進

集
中
期
間

【
目
標
】

エ
シ
カ
ル
農
産
物
の
生
産
面
積
拡
大

（
'2
1
）
1
,9
1
5
h
a

（
'2
5
）
2
,3
0
0h
a

（
'3
0
）
2
,5
0
0h
a
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

基 　 　 盤 　 　 的 　 　 施 　 　 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

20
50

農
林
水
産
業
に
お
け
る
省
エ
ネ
施
設
の
導
入
推
進

・
農
林
水
産
業
用
施
設
の
省
エ
ネ
を
図
る
た
め
、
Ｉｏ
Ｔ
や
Ａ
Ｉな
ど
を
活
用
し
た
自
動
環
境
制
御
機
器
や
、
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の

効
率
化
に
つ
な
が
る
断
熱
資
材
や
循
環
扇
な
ど
の
導
入
を
推
進
し
、
化
石
燃
料
に
依
存
し
な
い
産
地
づ
く
り
を
促
進

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

加
速
期
間

○
森
林
吸
収
源
対
策
の
強
化
や
エ
シ
カ

ル
農
業
の
拡
大
な
ど
、
農
林
水
産
分
野

に
お
け
る
Ｇ
Ｘ
推
進

集
中
期
間

Ｉ
ｏ
Ｔ
を
活
用
し
た
漁
業
操
業
効
率
化
の
推
進

・漁
場
探
索
時
間
の
短
縮
や
適
切
な
出
漁
判
断
が
可
能
と
な
る
「
漁
海
況
予
測
シ
ス
テ
ム
」
の
開
発
を
進
め
、
漁
業
操
業
の
効
率
化
を

推
進

ブ
ル
ー
カ
ー
ボ
ン
生
態
系
の
保
全
・
拡
大

･
Ｃ
Ｏ
２
の
吸
収
、
固
定
が
期
待
さ
れ
る
藻
場
の
保
全
・
拡
大
の
取
組
を
推
進

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
推
進

・
農
山
漁
村
地
域
に
お
い
て
、
営
農
と
発
電
と
を
両
立
す
る
営
農
型
太
陽
光
発
電
や
、
た
め
池
等
の
農
業
用
水
利
施
設
等
を
活
用
し
た

「
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
」
、
ま
た
、
未
利
用
木
質
資
源
、
家
畜
排
せ
つ
物
等
の
「
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
」
を

推
進

【
目
標
】

農
林
水
産
業
に
お
け
る
省
エ
ネ

・
低
コ
ス
ト
化
施
設
の
導
入
（累
計
）

（
'2
1
）
2
6
件

（
'2
5
）
3
0
件

（
'3
0
）
3
5
件
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

基 　 　 盤 　 　 的 　 　 施 　 　 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

20
50 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

地
域
の
実
情
に
応
じ
た
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
促
進

・
次
世
代
地
域
公
共
交
通
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
き
、
バ
ス
路
線
の
新
規
開
設
や
新
た
な
技
術
を
活
用
し
、
モ
ー
ダ
ル
ミ
ッ
ク
ス
の
推
進
等
に

取
り
組
む
市
町
村
を
支
援
す
る
な
ど
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
を
促
進

安
全
で
快
適
に
暮
ら
せ
る
効
率
的
な
都
市
形
成
の
推
進

・
都
市
計
画
区
域
に
お
い
て
、
徳
島
東
部
等
の
都
市
計
画
区
域
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
見
直
し
に
よ
り
、
安
全
で
快
適
に
暮
ら
せ
る
効
率
的
な
都
市

形
成
を
推
進

加
速
期
間

「
歩
い
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
」
等
の
推
進

・
都
市
機
能
の
集
約
等
に
よ
る
「
歩
い
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
」
の
実
現
、
公
共
交
通
機
関
や
自
転
車
等
を
重
視
し
た
交
通
シ
ス
テ
ム
の

構
築
な
ど
、
地
域
の
特
性
を
活
か
し
た
環
境
へ
の
負
荷
の
小
さ
い
都
市
・地
域
づ
く
り
に
向
け
、
市
町
に
よ
る
立
地
適
正
化
計
画
の
策
定
等

を
支
援
し
、
持
続
可
能
な
市
街
地
の
形
成
を
促
進

○
持
続
可
能
な
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築

な
ど
、
脱
炭
素
型
ま
ち
づ
く
り
の
促
進

集
中
期
間

「
自
転
車
王
国
と
く
し
ま
」
の
推
進

・
健
康
や
環
境
に
も
好
影
響
を
も
た
ら
す
サ
イ
ク
ル
ス
ポ
ー
ツ
の
さ
ら
な
る
振
興
を
図
る
た
め
、
県
内
ラ
イ
ド
イ
ベ
ン
ト
の
参
加
者
の
利
便
性

向
上
に
つ
な
が
る
サ
イ
ク
ル
ト
レ
イ
ン
の
運
行
や
、
自
転
車
王
国
と
く
し
ま
公
式
コ
ー
ス
を
活
用
し
た
サ
イ
ク
リ
ン
グ
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、

サ
イ
ク
リ
ス
ト
の
裾
野
拡
大
、
自
転
車
を
通
じ
た
徳
島
の
魅
力
発
信
、
「自
転
車
王
国
と
く
し
ま
」の
充
実
化
を
推
進

（
'2
1
）
2
3
市
町
村

（
'2
5
）
2
2
市
町
村

（
'3
0
）
2
2
市
町
村

【
目
標
】

鉄
道
又
は
幹
線
系
統
バ
ス
が
走
る
市
町
村
数
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徳
島
県
版
・脱
炭
素
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
【具
体
的
な
取
組
】

基 　 　 盤 　 　 的 　 　 施 　 　 策

事
業
の
概
要
・課
題
（仮
称
）

取
　
　
組
　
　
内
　
　
容

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26
20
27
20
28
20
29

20
30

20
50 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

次
世
代
Ｌ
Ｅ
Ｄ
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成
推
進

・
Ｌ
Ｅ
Ｄ
バ
レ
イ
徳
島
の
世
界
展
開
を
進
め
る
た
め
、
「次
世
代
Ｌ
Ｅ
Ｄ
バ
レ
イ
構
想
」に
基
づ
き
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ
関
連
企
業
の
開
発
・生
産
、
ブ
ラ
ン
ド
化
、

販
路
開
拓
な
ど
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
次
世
代
Ｌ
Ｅ
Ｄ
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成
を
推
進

県
管
理
道
路
に
お
け
る
道
路
照
明
灯
等
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化

・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
を
推
進
す
る
た
め
、
県
管
理
道
路
に
お
け
る
道
路
照
明
灯
等
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
を
推
進

加
速
期
間

○
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
資
す
る

も
の
づ
く
り
企
業
の
新
展
開

集
中
期
間

新
技
術
・
新
製
品
開
発
の
推
進

・
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
資
す
る
新
技
術
・新
製
品
開
発
を
推
進

Ｇ
Ｘ
関
連
産
業
の
集
積

・
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
資
す
る
製
品
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
産
業
の
立
地
を
促
進

【 区
域
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
見
直
し
（
累
計
）

【 交
通
結
節
点
の
整
備
実
施
（
累
計
）

（
以
下
す
べ
て
行
動
計
画

【
目
標

あ
わ
産
Ｌ
Ｅ
Ｄ
道
路
照
明
灯
（橋
梁
照
明
、

ト
ン
ネ
ル
照
明
を
除
く
）
の
設
置
割
合

（
累
計
）
（
行
動
計
画

【
目
標
】

Ｌ
Ｅ
Ｄ
応
用
製
品
開
発
支
援
（
累
計
）

（
'2
1
）
2
60
件

（
'2
5
）
3
8
0
件

（
'3
0
）
5
3
0
件

新
未
来
産
業
課
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